
令和４年６月29日現在

＜当局等提出議案＞

承認案件３件、人事案件３件、予算案件３件、条例案件６件、一般案件２件、市長報告事件10件、

監査委員報告事件３件で、合計30件。

当局提出による議案

議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

認第４号

専決処分事件の報告及び承認につい
て（令和４年度焼津市一般会計補正
予算（第１号））
【子育て支援課】

補正予算の専決処分について、地方自治法第
179条第３項の規定により議会に報告し、承認
を求める。
１　令和４年３月までに出生した新生児の児童
手当受給者等のうち、令和４年度に子育て世帯
臨時特別給付金の支給対象者となる者に対し、
児童一人当たり10万円の同給付金を支給するた
めの経費として、歳入歳出それぞれ3,108万円
の増額補正
２　専決処分日　令和４年４月１日

全会一致
承認

認第５号

専決処分事件の報告及び承認につい
て（令和４年度焼津市一般会計補正
予算（第２号））
【子育て支援課】

補正予算の専決処分について、地方自治法第
179条第３項の規定により議会に報告し、承認
を求める。
１　食費等の物価高騰に直面する低所得の子育
て世帯の生活を支援するため、児童一人当たり
５万円の子育て世帯生活支援特別給付金を支給
する事業に要する経費として、歳入歳出それぞ
れ167,900万円の増額補正
２　専決処分日　令和４年５月23日

全会一致
承認

認第６号

専決処分事件の報告及び承認につい
て（焼津市税条例の一部を改正する
条例の制定について）
【課税課】

地方税法の改正に伴い、固定資産税等の規定に
ついてそれぞれ所要の改正の必要が生じ、これ
を専決処分としたため、地方自治法第179条第
３項の規定により議会に報告し、承認を求め
る。
１(1)固定資産税関係
　　　景気回復に万全を期すため、商業地等に
　　係る固定資産税の負担調整措置について、
　　令和４年度分に限り、評価額の2.5％相当
　　額の加算（本来は５％相当額の加算）に留
　　める軽減措置を講じたもの
　(2)その他関係
　　　地方税法の改正に伴い、条例中で引用し
　　ている同法の条項及び用語の整理を行った
　　もの
２　施行期日　　令和４年４月１日
３　専決処分日　令和４年３月31日

全会一致
承認
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議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

認第７号
焼津市ほか１組合公平委員会委員の
選任について
【人事課】

焼津市ほか１組合公平委員会共同設置規約第４
条第１項の規定により、議会の同意を求める。
選任しようとする者 浅沼成之（あさぬましげ
ゆき）氏（再任）

全会一致
同意

認第８号
焼津市固定資産評価審査委員会委員
の選任について
【人事課】

地方税法第423条第３項の規定により、議会の
同意を求める。
選任しようとする者 平井幸子（ひらいさち
こ）氏（新任）

全会一致
同意

認第９号
焼津市固定資産評価員の選任につい
て
【人事課】

地方税法第404条第２項の規定により、議会の
同意を求める。
選任しようとする者 焼津市行政経営部長 石
原隆弘（いしはらたかひろ）氏（新任）

全会一致
同意

議第35号
令和４年度焼津市一般会計補正予算
（第３号）案
【関係課】

歳入歳出それぞれ３億7,249万８千円の増額補
正。歳出予算において、介護施設等整備事業費
（地域医療介護総合確保基金）5,072万７千
円、子ども個別予防接種費3,738万１千円、
LINEクーポン事業費（コロナ克服経済対策）
5,000万円、水産業流通力強化総合支援事業費
（コロナ克服経済対策）3,500万円、やいづ
ワーク（新しい働き方）導入事業費（コロナ克
服経済対策）6,000万円、潮風グリーンウォー
ク整備事業費（社交金）6,000万円などの事業
の実施に必要な経費の増額を行うとともに、歳
入においては、新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金などの国庫支出金２億
4,753万５千円、県支出金5,114万７千円、ふる
さと寄附金基金及び財政調整基金の取崩しに伴
う繰入金4,681万５千円及び市債2,700万円の増
額等を行う。
また、このほか地方債の変更を行う。
補正後予算額557億9,550万６千円

全会一致
原案可決

議第36号

焼津市議会議員及び焼津市長の選挙
における選挙運動用自動車の使用等
の公費負担に関する条例の一部を改
正する条例の制定について
【選挙管理委員会事務局】

公職選挙法施行令の一部を改正する政令（令和
４年政令第172号）の施行により、衆議院議員
及び参議院議員の選挙における選挙運動用自動
車の使用及び選挙運動用ポスター等の作成に要
する経費の公費負担に係る限度額が引き上げら
れたことに鑑み、焼津市議会議員及び焼津市長
の選挙における選挙運動用自動車の使用並びに
選挙運動用ビラ及びポスターの作成に要する経
費の公費負担に係る限度額を引き上げようとす
るもの

施行期日等　公布の日から施行し、改正後の単
　　　　　　価は、同日以後その期日が告示さ
　　　　　　れる選挙から適用する。

全会一致
原案可決
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議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

議第37号
焼津市印鑑条例の一部を改正する条
例の制定について
【市民課】

本庁舎２階の窓口にコンビニエンスストア等に
ある多機能端末機と同様の操作機能を有する端
末機１台を設置することに伴い、所要の改正を
行おうとするもの
１　改正の概要
　　印鑑登録者は、コンビニエンスストア等に
　ある多機能端末機と同様の操作機能を有する
　端末機で庁舎等に設置したものにより、印鑑
　登録証明書の交付を申請することができるこ
　とその他所要の改正をしようとするもの
２　施行期日
　　令和４年９月１日

全会一致
原案可決

議第38号
焼津市税条例等の一部を改正する条
例の制定について
【課税課】

地方税法の改正に伴い、個人市民税及び固定資
産税について、おおむね次のとおり所要の改正
を行おうとするもの
１　改正の概要
(1) 個人市民税関係
　ア　上場株式等に係る配当所得等について、
　　所得税と同様の課税方式を適用させる等所
　　要の措置を講ずる
　イ　給与所得者等が退職手当等に係る所得を
　　有する一定の配偶者等を有する場合には、
　　扶養親族等申告書に当該配偶者等の氏名を
　　記載する
　ウ　住宅ローン控除の適用期限及び適用要件
　　である居住年をそれぞれ延長する
(2) 固定資産税関係
　ア　令和４年４月１日以後に供用開始の公共
　　下水道排水区域内の工場等において、下水
　　道除外施設に係る固定資産税の課税標準の
　　価格に５分の４を乗じたものとする
　イ　特定都市河川浸水被害対策法により指定
　　された貯留機能保全区域内にある土地の固
　　定資産税等の課税標準額については、３年
　　度分に限り、当該課税標準価格に４分の３
　　を乗じたものとする特例措
　　置を設ける
２　施行期日
(1) 上記１(2)の改正　公布の日
(2) 上記１(1)イ及びウの改正 令和５年１月
１日
(3) 上記１(1)アの改正　令和６年１月１日

全会一致
原案可決
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議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

議第39号
焼津市手数料条例の一部を改正する
条例の制定について
【建築指導課】

建築基準法及び長期優良住宅の普及の促進に関
する法律の改正に伴い、所要の改正をしようと
するもの
１　改正の概要
(1)　地域の自主性及び自立性を高めるための
　 改革の推進を図るための関係法律の整備に
   関する法律（令和４年法律第44号）第11条

の規定による建築基準法の一部改正に伴
い、
   条例中で引用している同法の条項の整理を
   しようとするもの
(2)　住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整
　 備のための長期優良住宅の普及の促進に関
   する法律等の一部を改正する法律（令和３
   年法律第48号）第２条の規定による長期優
   良住宅の普及の促進に関する法律の一部改
   正により、建築行為を伴わない既存住宅に
   対する長期優良住宅の認定制度が創設され
   ることに伴い、条例中の申請名称等につき
   所要の改正をしようとするもの
２　施行期日
(1) 上記１(1)の改正　公布の日
(2) 上記１(2)の改正　令和４年10月１日

全会一致
原案可決

議第40号
焼津市勤労会館条例の一部を改正す
る条例の制定について
【商工課】

次期指定管理者の公募に当たり、次のとおり所
要の改正をしようとするもの
１　改正の概要
(1)トレーニング室を廃止
　　 官民問わず市内に同様の施設が多数存在
　 しているトレーニング室を廃止し、今後の
　 活用につき次期指定管理者の提案を募ろう
   とするもの
(2)浴室に係る利用料金の改定
　　 焼津市温泉条例の一部を改正する条例
　 （令和４年焼津市条例第10号）の施行に伴
　 う温泉使用料の段階的引上げに伴い、浴室
   の利用料金を改訂しようとする
   もの
２　施行期日
　　令和５年４月１日から施行し、改正後の利
　用料金は、同日以後の使用について適用する

全会一致
原案可決

議第41号

焼津市立総合病院使用料及び手数料
条例の一部を改正する条例の制定に
ついて
【病院医事課】

診療報酬の改定に伴い、所要の改正を行おうと
するもの
１　改正の概要
　　特別初診料及び特別再診料を引き上げよう
　とするもの
２　施行期日
　　令和４年10月１日から施行し、改正後の特
　別初診料及び特別再診料は、同日以後の診療
　について適用する

賛成多数
原案可決
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議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

議第42号
焼津市道路線の認定について
【土木管理課】

道路法第８条第１項の規定により、２路線を認
定しようとするもの
開発行為による帰属に伴う認定 五ケ堀之内道
北分譲地七号線ほか１路線

全会一致
可決

議第43号
焼津市道路線の変更について
【土木管理課】

道路法第10条第２項の規定により、１路線を変
更しようとするもの
県事業による橋梁の架替えに伴う変更 越後島
大橋線

全会一致
可決

議第44号
令和４年度焼津市一般会計補正予算
（第４号）案
【関係課】

歳入歳出それぞれ２億2,074万円の増額補正。
デジタル技術の活用により地域の活性化を進
め、持続可能な経済社会を目指す「デジタル田
園都市国家構想」に基づく国のデジタル田園都
市国家構想推進交付金の採択を受けたことに伴
い、歳出においては、スマートシティ推進事業
費１億8,994万円及び災害情報共有システム導
入事業費（コロナ克服経済対策）3,080万円の
追加を行い、歳入においては、財源として見込
まれる国庫支出金１億2,557万円及び財政調整
基金の取崩しに伴う繰入金9,497万円の増額を
行う。
補正後予算額560億1,624万６千円

全会一致
原案可決

議第45号
令和４年度焼津市病院事業会計補正
予算（第１号）案
【経理用度課】

収益的収入について、医業外収益320万８千円
の増額及び収益的支出について、新型コロナウ
イルス感染症対策のための材料費等の医業費用
320万８千円の増額をしようとするもの。
また、資本的収入について、県補助金8,104万
８千円を増額するとともに、資本的支出につい
て、新型コロナウイルス感染症対策のための医
療機器の購入に要する建設改良費8,104万８千
円の増額をしようとするもの。

全会一致
原案可決

報第８号
令和３年度一般会計予算の繰越明許
費に係る繰越計算書の報告について
【関係課】

令和４年度に繰り越した歳出予算の経費の地方
自治法施行令第146条第２項の規定による報告

了承

報第９号

令和３年度港湾事業特別会計予算の
繰越明許費に係る繰越計算書の報告
について
【大井川港管理事務所】

令和４年度に繰り越した歳出予算の経費の地方
自治法施行令第146条第２項の規定による報告

了承

報第10号
令和３年度公共下水道事業会計予算
の繰越計算書の報告について
【下水道課】

令和４年度に繰り越した建設又は改良に要する
経費の地方公営企業法第26条第３項の規定によ
る報告

了承

報第11号
焼津市土地開発公社の令和４年度事
業計画について
【管財課】

地方自治法第243条の３第２項の規定による報
告

了承
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議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

報第12号
公益財団法人焼津市振興公社の令和
４年度事業計画について
【財政課】

地方自治法第243条の３第２項の規定による報
告

了承

報第13号

一般財団法人焼津市勤労者福祉サー
ビスセンターの令和３年度決算状況
及び令和４年度事業計画について
【商工課】

地方自治法第243条の３第２項の規定による報
告

了承

報第14号

専決処分事件の報告について（道路
管理瑕疵による自動車破損事故に起
因する損害賠償事件について）
【土木管理課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告 了承

報第15号

専決処分事件の報告について（交通
事故に起因する損害賠償事件につい
て）
【課税課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告 了承

報第16号

株式会社焼津水産振興センターの令
和３年度事業報告及び令和４年度事
業計画について
【水産振興課】

地方自治法第243条の３第２項の規定による報
告

了承

報第17号

専決処分事件の報告について（市道
からの転落事故に起因する損害賠償
事件について）
【土木管理課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告 了承

焼154-127号
令和４年２月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第１項の規定による報
告

了承

焼154-４号
令和４年３月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第１項の規定による報
告

了承

焼154-20号
令和４年４月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第１項の規定による報
告

了承
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